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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ガスタービン発電装置と、このガスタービン発電装置からの排熱を有する熱気体により
蒸気を発生させる排熱回収ボイラと、この排熱回収ボイラから供給された蒸気を熱源とし
て溶解性物質を含む原水を濃縮する蒸発式濃縮装置とを備えた溶解性物質濃縮システムに
おいて、
　更に、前記排熱回収ボイラからの蒸気供給量が不足するとき、前記蒸発式濃縮装置への
蒸気の供給を補助する蒸気供給補助手段を備え、
　前記蒸気供給補助手段は、前記ガスタービン発電装置の排ガスを燃焼空気として用い、
この燃焼空気で追加燃料を燃焼させて追い焚きをして前記熱気体を生成し、前記排熱回収
ボイラに熱気体を供給する補助バーナを有することを特徴とする溶解性物質濃縮システム
。
【請求項２】
　ガスタービン発電装置と、排熱回収ボイラと、蒸発式濃縮装置と、蒸気供給補助装置と
を備えた溶解性物質濃縮システムの運用方法であって、
　前記ガスタービン発電装置が動作する発電装置動作ステップと、
　前記排熱回収ボイラが、前記発電装置動作ステップで発生する排熱を有する熱気体によ
り、蒸気を発生する蒸気発生ステップと、
　前記蒸発式濃縮装置が、前記蒸気発生ステップで生じた蒸気により、溶解性物質を含む
原水を濃縮する濃縮ステップと、
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　前記濃縮ステップにおける蒸気供給量の不足を判断する判断ステップと、
　前記判断ステップにおいて、蒸気供給量が不足と判断された場合、前記蒸気供給補助装
置が、前記蒸発式濃縮装置に蒸気を補助的に供給する補助供給ステップとを有し、
　前記補助供給ステップは、前記蒸気供給補助装置として、前記ガスタービン発電装置の
排ガスを燃焼空気として用い、この燃焼空気で追加燃料を燃焼させて追い焚きをして前記
熱気体を生成する補助バーナを用い、前記排熱回収ボイラに熱気体を供給する溶解性物質
濃縮システムの運用方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、かん水や海水の淡水化処理や、炭層メタンガスを得る際に発生する随伴水の
濃縮処理など、溶解性物質を蒸発法によって濃縮するシステムに関し、特に、発電設備と
この発電設備からの排熱を利用して発生する蒸気を用いる蒸発式濃縮設備とを備えたシス
テムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、新たな天然ガス源として炭層メタンガスが注目されている。炭層メタンガスは炭
層に含まれる随伴水を井戸に設置したスクリューポンプで汲み上げ、随伴水中に溶解して
いるメタンガスを分離して得られる。この際に、メタンガス分離後の随伴水の処理が必要
となる。通常、随伴水には塩類（ナトリウム塩、カルシウム塩、シリカなど）が含まれて
いるため、灌漑用水や緑化への使用や未処理状態での河川への排水には問題があった。
【０００３】
　そこで、MSF(多段フラッシュ法)やMED(多重効用蒸発器)などの蒸発法による蒸発式濃縮
設備を用いて、随伴水を濃縮水と淡水に分離し、減容化された濃縮水をため池へ廃棄する
方法がある。また、随伴水をまず逆浸透膜式濃縮装置で濃縮水と淡水に分離し、その濃縮
水をさらに蒸発式濃縮設備によって高濃縮水と淡水に分離することで、廃棄する随伴水を
さらに減容化する方法がある。逆浸透膜式濃縮装置は、塩類など溶解性物質の濃度が高く
なると運転コストが増大するという問題がある。そのため、塩類など溶解性物質が含まれ
ている随伴水を高濃度まで濃縮化する場合には、蒸発法の適用がコスト的に有利である。
ただし、蒸発法では蒸気が必要となるため、発電設備と共に設置して発電設備の排熱を利
用することが望ましい。蒸発式濃縮設備には発電設備の排熱を有効利用して発生した蒸気
が供給される。
【０００４】
　また、世界的に淡水の水資源不足が問題となりつつある。この対応策としてかん水や海
水の淡水化処理が注目されている。淡水化処理とは、かん水や海水に含まれる塩類（例え
ば塩化ナトリウム）、すなわち溶解性物質を濃縮し、その一方で淡水を得るものである。
この淡水化処理でも、電力と淡水の供給事業（IWPP）においては発電設備の排熱が有効利
用できる点から、非特許文献１で示すように蒸発法が有利となる場合がある。
【０００５】
　海水淡水化処理の場合、塩類が濃縮された濃縮排水の水環境に及ぼす影響が蒸発法、逆
浸透膜法のいずれでも問題になりつつある。濃縮排水を完全に蒸発乾固し溶解性物質を結
晶化することで、水環境に及ぼす影響は低減することが可能となる。ここで、蒸発乾固す
るためには熱エネルギーが必要であり、その熱エネルギーを供給する手段として発電設備
の排熱を利用することが有用である。蒸発式濃縮設備には発電設備の排熱を有効利用して
発生した蒸気が供給される。
【０００６】
　以上のように、発電設備と蒸発式濃縮設備を同時に備えた溶解性物質濃縮システムが今
後増加すると見込まれる。
【先行技術文献】
【非特許文献】
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【０００７】
【非特許文献１】石田聖、石油上流企業従事者のためのIWPP基礎知識、(独)石油天然ガス
・金属鉱物資源機構(JOGMEC)、Webページ　URL:http://oilgas-info.jogmec.go.jp/pdf/2
/2110/200809_009a.pdf
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、下記のように、発電設備の排熱を有効利用して発生する蒸気の供給量と、蒸発
式濃縮設備の蒸気需要量の間にアンバランスが発生する可能性がある。
【０００９】
　発電設備で造られた電力は売電あるいは他の設備の動力として用いられるのが一般的で
ある。その場合、電力需要は秒や分オーダーから日、月オーダーで変動することが考えら
れる。発電設備は部分負荷運転をするなど無駄を省く運転を実施するため、排熱の熱エネ
ルギーも秒や分オーダーから日、月オーダーで変動することになる。また、発電効率は吸
気の大気温度にも依存するため、排熱の熱エネルギーも大気温度に依存して変動すること
になる。その結果、発電設備の排熱を有効利用して発生する蒸気の供給量も変動する。
【００１０】
　また、発電設備は回転運動等の可動部分が多いため、定期的に停止してメンテナンスを
する必要がある。発電設備が停止している期間には排熱を得られず、蒸気が供給されなく
なる。
【００１１】
　一方、随伴水処理の場合、蒸発式濃縮設備の蒸気需要量は随伴水取水量の時間的変動に
依存して変動する。海水淡水化処理や海水淡水化濃縮水の蒸発乾固の場合、蒸発式濃縮設
備の蒸気需要量は淡水需要量の時間的変動に依存して変動する。
【００１２】
　このように、従来の発電設備と蒸発式濃縮設備とを備えた溶解性物質濃縮システムにお
いては、蒸気需給のアンバランスに係る課題があった。特に、蒸気供給が不足する場合、
蒸発式濃縮設備の処理能力が低下する。さらに、発電設備が停止し蒸気供給がなくなると
、蒸発式濃縮設備は処理不能となる。
【００１３】
　本発明の目的は、発電設備と蒸発式濃縮設備とを備えた溶解性物質濃縮システムにおい
て、電力需要が低下して蒸気供給が不足する場合または発電設備が停止して蒸気供給がな
い場合においても、蒸発式濃縮設備の処理能力を維持できる溶解性物質濃縮システムおよ
びその運用方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
（１）上記目的を達成するために、本発明は、ガスタービン発電装置と、このガスタービ
ン発電装置からの排熱を有する熱気体により蒸気を発生させる排熱回収ボイラと、この排
熱回収ボイラから供給された蒸気を熱源として溶解性物質を含む原水を濃縮する蒸発式濃
縮装置とを備えた溶解性物質濃縮システムにおいて、更に、前記排熱回収ボイラからの蒸
気供給量が不足するとき、前記蒸発式濃縮装置への蒸気の供給を補助する蒸気供給補助手
段を備え、前記蒸気供給補助手段は、前記ガスタービン発電装置の排ガスを燃焼空気とし
て用い、この燃焼空気で追加燃料を燃焼させて追い焚きをして前記熱気体を生成し、前記
排熱回収ボイラに熱気体を供給する補助バーナを有する。
【００１５】
　本発明においては、ガスタービン発電装置は、電力を出力するとともに、ガスタービン
発電装置排ガスを排出する。ガスタービン発電装置排ガスは熱気体として排熱回収ボイラ
に与えられる。排熱回収ボイラは、蒸気を発生させ、発生した蒸気は蒸発式濃縮装置に与
えられる。蒸発式濃縮装置は、この蒸気を熱源として原水を濃縮する。
【００１６】
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　通常時、排熱回収ボイラからの蒸気供給量と蒸発式濃縮装置の蒸気需要量との間でバラ
ンスが取れている。
【００１７】
　蒸気供給不足時には、蒸気供給補助手段が動作し、蒸発式濃縮装置への蒸気の供給を補
助する。また、蒸気供給補助手段は、排熱回収ボイラに熱気体を供給する補助バーナを有
し、ガスタービン発電装置の排ガスを燃焼空気として用い、この燃焼空気で追加燃料を燃
焼させて追い焚きをして熱気体を生成する。これにより、排熱回収ボイラ１２からの蒸気
供給量は増加し、蒸発式濃縮装置の処理能力を維持することができる。
【００２１】
（５）上記目的を達成するために、本発明は、ガスタービン発電装置と、排熱回収ボイラ
と、蒸発式濃縮装置と、蒸気供給補助装置とを備えた溶解性物質濃縮システムの運用方法
であって、前記ガスタービン発電装置が動作する発電装置動作ステップと、前記排熱回収
ボイラが、前記発電装置動作ステップで発生する排熱を有する熱気体により、蒸気を発生
する蒸気発生ステップと、前記蒸発式濃縮装置が、前記蒸気発生ステップで生じた蒸気に
より、溶解性物質を含む原水を濃縮する濃縮ステップと、前記濃縮ステップにおける蒸気
供給量の不足を判断する判断ステップと、前記判断ステップにおいて、蒸気供給量が不足
と判断された場合、前記蒸気供給補助装置が、前記蒸発式濃縮装置に蒸気を補助的に供給
する補助供給ステップとを有し、前記補助供給ステップは、前記蒸気供給補助装置として
、前記ガスタービン発電装置の排ガスを燃焼空気として用い、この燃焼空気で追加燃料を
燃焼させて追い焚きをして前記熱気体を生成する補助バーナを用い、前記排熱回収ボイラ
に熱気体を供給する。
【００２２】
　これにより、電力需要低下等により蒸気供給が不足する場合でも、蒸気供給補助装置が
動作し、蒸発式濃縮装置の処理能力を維持することができる。
【発明の効果】
【００２５】
　本発明によれば、ガスタービン発電装置と蒸発式濃縮装置とを備えた溶解性物質濃縮シ
ステムにおいて、電力需要が低下して蒸気供給が不足する場合またはガスタービン発電設
備が停止し蒸気供給がない場合においても、蒸気供給補助手段が蒸発式濃縮装置への蒸気
の供給を補助することにより、蒸発式濃縮装置の処理能力を維持でき、随伴水処理、海水
淡水化処理、海水淡水化濃縮水の蒸発乾固など溶解性物質の濃縮処理が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】本発明の実施形態に係る溶解性物質濃縮システムのブロック線図である。
【図２】第１参考例に係る溶解性物質濃縮システムのブロック線図である。
【図３】第２参考例に係る溶解性物質濃縮システムのブロック線図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
<実施形態>
　以下、本発明の実施形態を図面を参照しつつ説明する。
【００２８】
　図１は、本実施形態に係る溶解性物質濃縮システムのブロック線図である。溶解性物質
濃縮システムは、基本構成として、ガスタービン発電装置１１と、このガスタービン発電
装置１１からの排熱を有する熱気体により蒸気を発生させる排熱回収ボイラ１２と、この
排熱回収ボイラ１２から供給された蒸気を熱源として溶解性物質を含む原水を濃縮する蒸
発式濃縮装置１３とを備え、更に、特徴的構成として補助バーナ１６を備える。
【００２９】
　補助バーナ１６は、ガスタービン発電装置１１と排熱回収ボイラ１２との間に設けられ
ている。
【００３０】



(5) JP 5495405 B2 2014.5.21

10

20

30

40

50

　通常時（蒸気の需給バランスが取れているとき）の溶解性物質濃縮システムの動作を説
明する。
【００３１】
　ガスタービン発電装置１１には、炭化水素を主成分とする燃料２１が与えられる。ガス
タービン発電装置１１は、この燃料２１を燃焼させて発電機を駆動することで電力４１を
出力するとともに、ガスタービン発電装置排ガス３１を排出する。ガスタービン発電装置
排ガス３１は熱エネルギーを有していると同時に、燃焼に必要な酸素も残有している。
【００３２】
　通常時には補助バーナ１６は動作しない。ガスタービン発電装置排ガス３１は補助バー
ナ１６を通過し、熱気体３１として排熱回収ボイラ１２に与えられる。
【００３３】
　排熱回収ボイラ１２には、更に水２６が与えられる。排熱回収ボイラ１２は、熱気体３
１の熱エネルギーと水２６により蒸気３７を発生させる。熱気体３１は蒸気３７に熱エネ
ルギーを与えた後、排熱回収ボイラ排ガス３３として廃棄される。発生した蒸気３７は蒸
発式濃縮装置１３に与えられる。
【００３４】
　一方、原水５０（随伴水、海水、海水淡水化濃縮水など）は、逆浸透膜式濃縮装置１４
により淡水５１と濃縮水５２に分離される。淡水５１は河川に放流されたり、灌漑用水と
して再利用される。濃縮水５２は、蒸発式濃縮装置１３に供給される。なお、本実施形態
では、逆浸透膜式濃縮装置１４により濃縮された濃縮水５２が蒸発式濃縮装置１３に供給
されたが、原水５０が蒸発式濃縮装置１３に直接供給されてもよい。
【００３５】
　蒸発式濃縮装置１３は、供給された蒸気３７を熱源として濃縮水５２（または原水５０
）を濃縮する。濃縮水５２（または原水５０）は、淡水５３と高濃縮水５４に分離される
。淡水５３は河川に放流されたり、灌漑用水として再利用される。高濃縮水５４は、貯留
設備に排出されるか、完全に蒸発乾固し結晶化される。
【００３６】
　蒸気供給不足時の溶解性物質濃縮システムの動作を説明する。
【００３７】
　電力需要低下等により蒸気３７の供給が不足すると、蒸発式濃縮装置１３の処理能力が
低下する。そのため、蒸気３７の供給量と需要量は常時検出されている。蒸気供給量が不
足していると判断されると、補助バーナ１６が動作する。
【００３８】
　補助バーナ１６は、ガスタービン発電装置排ガス３１を燃焼空気として用い、追加燃料
２２を燃焼させて追い焚きをして熱気体３２を出力する。熱気体３２は排熱回収ボイラ１
２に与えられる。
【００３９】
　このときの熱気体３２の熱エネルギーは、補助バーナ１６動作前の熱気体３１の熱エネ
ルギーに比べて、補助バーナ１６で追い焚きされた分だけ大きく、その結果、排熱回収ボ
イラ１２からの蒸気供給量は増加する。
【００４０】
　これにより、蒸気供給不足時であっても、補助バーナ１６の動作により、蒸発式濃縮装
置１３の処理能力を維持できる。
【００４１】
　蒸気供給停止時の溶解性物質濃縮システムの動作を説明する。
【００４２】
　ガスタービン発電装置１１停止などにより蒸気３７の供給が停止すると、蒸発式濃縮装
置１３は処理不能となる。そのため、ガスタービン発電装置１１の動作状況は常時検出さ
れている。ガスタービン発電装置１１が動作していないと判断されると、補助バーナ１６
が動作する。
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【００４３】
　補助バーナ１６は、追加燃料２２を燃焼させて追い焚きをして熱気体３２を出力する。
熱気体３２は排熱回収ボイラ１２に与えられる。
【００４４】
　このときの熱気体３２は充分な熱エネルギーを有し、その結果、排熱回収ボイラ１２は
蒸発式濃縮装置１３の蒸気需要を満たすように蒸気３７を蒸発式濃縮装置１３に供給する
。
【００４５】
　これにより、蒸気供給不足時であっても、補助バーナ１６の動作により、蒸発式濃縮装
置の処理能力を維持できる。
【００４６】
　蒸気供給不足時であっても、蒸発式濃縮装置１３の処理能力を維持することにより、随
伴水処理、海水淡水化処理、海水淡水化濃縮水の蒸発乾固など溶解性物質の濃縮処理が可
能となる。
【００４７】
<第１参考例>
　本発明の第１参考例を図面を参照しつつ説明する。
【００４８】
　図２は、第１参考例に係る溶解性物質濃縮システムのブロック線図である。溶解性物質
濃縮システムは、基本構成として、ガスタービン発電装置１１と、このガスタービン発電
装置１１からの排熱を有する熱気体により蒸気を発生させる排熱回収ボイラ１２と、この
排熱回収ボイラ１２から供給された蒸気を熱源として溶解性物質を含む原水を濃縮する蒸
発式濃縮装置１３とを備え、更に、特徴的構成として第２ボイラ１７を備える。
【００４９】
　第２ボイラ１７は、排熱回収ボイラ１２とは別途併設されている。
【００５０】
　通常時（蒸気の需給バランスが取れているとき）の溶解性物質濃縮システムの動作を説
明する。
【００５１】
　ガスタービン発電装置１１には、炭化水素を主成分とする燃料２１与えられる。ガスタ
ービン発電装置１１は、この燃料２１を燃焼させて発電機を駆動することで電力４１を出
力するとともに、ガスタービン発電装置排ガス３１を排出する。ガスタービン発電装置排
ガス３１は熱エネルギーを有していると同時に、燃焼に必要な酸素も残有している。ガス
タービン発電装置排ガス３１は、熱気体３１として排熱回収ボイラ１２に与えられる。
【００５２】
　排熱回収ボイラ１２には、更に水２６が与えられる。排熱回収ボイラ１２は、熱気体３
１の熱エネルギーと水２６により蒸気３７を発生させる。熱気体３１は蒸気３７に熱エネ
ルギーを与えた後、排熱回収ボイラ排ガス３３として廃棄される。発生した蒸気３７は蒸
発式濃縮装置１２に与えられる。
【００５３】
　一方、原水５０（随伴水、海水、海水淡水化濃縮水など）は、逆浸透膜式濃縮装置１４
により淡水５１と濃縮水５２に分離される。淡水５２は河川に放流されたり、灌漑用水と
して再利用される。濃縮水５２は、蒸発式濃縮装置１３に供給される。なお、本参考例で
は、逆浸透膜式濃縮装置１４により濃縮された濃縮水５２が蒸発式濃縮装置１３に供給さ
れたが、原水５０が蒸発式濃縮装置１３に直接供給されてもよい。
【００５４】
　蒸発式濃縮装置１３は、供給された蒸気３７を熱源として濃縮水５２（または原水５０
）を濃縮する。濃縮水５２（または原水５０）は、淡水５３と高濃縮水５４に分離される
。淡水５３は河川に放流されたり、灌漑用水として再利用される。高濃縮水５４は、貯留
設備に排出されるか、完全に蒸発乾固し結晶化される。
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【００５５】
　蒸気供給不足時の溶解性物質濃縮システムの動作を説明する。
【００５６】
　電力需要低下等により蒸気３７の供給が不足すると、蒸発式濃縮装置１３の処理能力が
低下する。そのため、蒸気３７の供給量と需要量は常時検出されている。蒸気供給量が不
足していると判断されると、第２ボイラ１７が動作する。
【００５７】
　第２ボイラ１７には、水２７と燃料２３と空気２５が与えられる。第２ボイラ１７は、
燃料２３を燃焼させた熱エネルギーと水２７により蒸気３８を発生させる。燃料２３と空
気２５は蒸気３８に熱エネルギーを与えた後、ボイラ排ガス３４として廃棄される。発生
した蒸気３８は、蒸発式濃縮装置２４に与えられる。
【００５８】
　すなわち、蒸発式濃縮装置１３には、排熱回収ボイラ１２からの蒸気３７と第２ボイラ
１７からの蒸気３８が供給され、蒸気３７の分だけ、蒸気供給量は増加する。
【００５９】
　これにより、蒸気供給不足時であっても、第２ボイラ１７の動作により、蒸発式濃縮装
置１３の処理能力を維持できる。
【００６０】
　蒸気供給停止時の溶解性物質濃縮システムの動作を説明する。
【００６１】
　ガスタービン発電装置１１停止などにより蒸気３７の供給が停止すると、蒸発式濃縮装
置１３は処理不能となる。そのため、ガスタービン発電装置１１の動作状況は常時検出さ
れている。ガスタービン発電装置１１が動作していないと判断されると、排熱回収ボイラ
１２は停止し、第２ボイラ１７が動作する。
【００６２】
　第２ボイラ１７には、水２７と燃料２３と空気２５が与えられる。第２ボイラ１７は、
燃料２３を燃焼させた熱エネルギーと水２７により蒸気３８を発生させる。発生した蒸気
３８は、蒸発式濃縮装置１３に与えられる。
【００６３】
　すなわち、第２ボイラ１７は蒸発式濃縮装置１３の蒸気需要を満たすように蒸気３８を
蒸発式濃縮装置１３に供給する。
【００６４】
　これにより、蒸気供給停止時であっても、第２ボイラ１７の動作により、蒸発式濃縮装
置１３の処理能力を維持できる。
【００６５】
　蒸気供給不足時また蒸気供給停止時であっても、蒸発式濃縮装置１３の処理能力を維持
することにより、随伴水処理、海水淡水化処理、海水淡水化濃縮水の蒸発乾固など溶解性
物質の濃縮処理が可能となる。
【００６６】
<第２参考例>
　本発明の第２参考例を図面を参照しつつ説明する。
【００６７】
　図３は、第２参考例に係る溶解性物質濃縮システムのブロック線図である。溶解性物質
濃縮システムは、基本構成として、ガスタービン発電装置１１と、このガスタービン発電
装置１１からの排熱を有する熱気体により蒸気を発生させる排熱回収ボイラ１２と、この
排熱回収ボイラ１２から供給された蒸気を熱源として溶解性物質を含む原水を濃縮する蒸
発式濃縮装置１３とを備え、更に、特徴的構成として、ディーゼル発電機１８と、ディー
ゼル発電機用排熱回収ボイラ１９とを備える。
【００６８】
　ディーゼル発電機１８およびディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９は、排熱回収ボイ
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ラ１２とは別途併設されている。
【００６９】
　通常時（蒸気の需給バランスが取れているとき）の溶解性物質濃縮システムの動作を説
明する。
【００７０】
　ガスタービン発電装置１１には、炭化水素を主成分とする燃料２１が与えられる。ガス
タービン発電装置１１は、この燃料２１を燃焼させて発電機を駆動することで電力４１を
出力するとともに、ガスタービン発電装置排ガス３１を排出する。ガスタービン発電装置
排ガス３１は熱エネルギーを有していると同時に、燃焼に必要な酸素も残有している。ガ
スタービン発電装置排ガス３１、熱気体３１として排熱回収ボイラ１２に与えられる。
【００７１】
　排熱回収ボイラ１２には、更に水２６が与えられる。排熱回収ボイラ１２は、熱気体３
１の熱エネルギーと水２６により蒸気３７を発生させる。熱気体３１は蒸気３７に熱エネ
ルギーを与えた後、排熱回収ボイラ排ガス３３として廃棄される。発生した蒸気３７は蒸
発式濃縮装置１１に与えられる。
【００７２】
　一方、原水５０（随伴水、海水、海水淡水化濃縮水など）は、逆浸透膜式濃縮装置１４
により淡水５１と濃縮水５２に分離される。淡水５１は河川に放流されたり、灌漑用水と
して再利用される。濃縮水５２は、蒸発式濃縮装置１３に供給される。なお、本参考例で
は、逆浸透膜式濃縮装置１４により濃縮された濃縮水５２が蒸発式濃縮装置１３に供給さ
れたが、原水５０が蒸発式濃縮装置１３に直接供給されてもよい。
【００７３】
　蒸発式濃縮装置１３は、供給された蒸気３７を熱源として濃縮水５２（または原水５０
）を濃縮する。濃縮水５２（または原水５０）は、淡水５３と高濃縮水５４に分離される
。淡水５３は河川に放流されたり、灌漑用水として再利用される。高濃縮水５４は、貯留
設備に排出されるか、完全に蒸発乾固し結晶化される。
【００７４】
　蒸気供給不足時の溶解性物質濃縮システムの動作を説明する。
【００７５】
　電力需要低下等により蒸気３７の供給が不足すると、蒸発式濃縮装置１３の処理能力が
低下する。そのため、蒸気３７の供給量と需要量は常時検出されている。蒸気供給量が不
足していると判断されると、ディーゼル発電機１８およびディーゼル発電機用排熱回収ボ
イラ１９が動作する。
【００７６】
　ディーゼル発電機１８には、燃料２４が与えられる。ディーゼル発電機１８は、この燃
料２４を燃焼させて発電機を駆動することで電力４２を出力するとともに、ディーゼル発
電装置排ガス３５を排出する。ディーゼル発電機１８は急速起動が可能であり、迅速な対
応が可能である。ディーゼル発電装置排ガス３５は熱エネルギーを有していると同時に、
燃焼に必要な酸素も残有している。ガスタービン発電装置排ガス３５は、熱気体３５とし
てディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９に与えられる。
【００７７】
　ディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９には、更に水２８が与えられる。ディーゼル発
電機用排熱回収ボイラ１９は、熱気体３５の熱エネルギーと水２８により蒸気３９を発生
させる。熱気体３５は蒸気３９に熱エネルギーを与えた後、ディーゼル発電機用排熱回収
ボイラ排ガス３６として廃棄される。発生した蒸気３９は蒸発式濃縮装置１３に与えられ
る。
【００７８】
　すなわち、蒸発式濃縮装置１１には、排熱回収ボイラ１２からの蒸気３７とディーゼル
発電機用排熱回収ボイラ１９からの蒸気３９が供給され、蒸気３９の分だけ、蒸気供給量
は増加する。
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【００７９】
　これにより、蒸気供給不足時であっても、ディーゼル発電機１８およびディーゼル発電
機用排熱回収ボイラ１９の動作により、蒸発式濃縮装置１３の処理能力を維持できる。
【００８０】
　蒸気供給停止時の溶解性物質濃縮システムの動作を説明する。
【００８１】
　ガスタービン発電装置１１停止などにより蒸気３７の供給が停止すると、蒸発式濃縮装
置１３は処理不能となる。そのため、ガスタービン発電装置１１の動作状況は常時検出さ
れている。ガスタービン発電装置１１が動作していないと判断されると、排熱回収ボイラ
１２は停止し、ディーゼル発電機１８およびディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９が動
作する。
【００８２】
　ディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９には、水２８とディーゼル発電機１８からの熱
気体３５が与えられる。ディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９は、熱気体３５の熱エネ
ルギーと水２８により蒸気３９を発生させる。発生した蒸気３９は、蒸発式濃縮装置１３
に与えられる。
【００８３】
　すなわち、ディーゼル発電機用排熱回収ボイラ１９は蒸発式濃縮装置１３の蒸気需要を
満たすように蒸気３９を蒸発式濃縮装置１３に供給する。
【００８４】
　これにより、蒸気供給停止時であっても、ディーゼル発電機１８およびディーゼル発電
機用排熱回収ボイラ１９の動作により、蒸発式濃縮装置１３の処理能力を維持できる。
【００８５】
　蒸気供給不足時また蒸気供給停止時であっても、蒸発式濃縮装置１３の処理能力を維持
することにより、随伴水処理、海水淡水化処理、海水淡水化濃縮水の蒸発乾固など溶解性
物質の濃縮処理が可能となる。
【符号の説明】
【００８６】
１１　ガスタービン発電装置
１２　排熱回収ボイラ
１３　蒸発式濃縮装置
１４　逆浸透膜式濃縮装置
１６　補助バーナ
１７　第２ボイラ１７
１８　ディーゼル発電機
１９　ディーゼル発電機用排熱回収ボイラ
２１～２４　燃料
２５　空気
２６～２８　水
３１～３６　排ガス（熱気体）
３７～３９　蒸気
４１～４２　電力
５０　原水
５１，５３　淡水
５２　濃縮水
５４　高濃縮水
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